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第一条 この法律は、食品の安全性の確保のために公衆衛生の見地から必要な規制その他の措

置を講ずることにより、飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し、もつて国民の健康の保

護を図ることを目的とする。 

 

第二条 国、都道府県、地域保健法(昭和二十二年法律第百一号)第五条第一項の規定に基づく

政令で定める市(以下「保健所を設置する市」という。)及び特別区は、教育活動及び広報活動を

通じた食品衛生に関する正しい知識の普及、食品衛生に関する情報の収集、整理、分析及び提

供、食品衛生に関する研究の推進、食品衛生に関する検査の能力の向上並びに食品衛生の向上

にかかわる人材の養成及び資質の向上を図るために必要な措置を講じなければならない。 

② 国、都道府県、保健所を設置する市及び特別区は、食品衛生に関する施策が総合的かつ迅

速に実施されるよう、相互に連携を図らなければならない。 

③ 国は、食品衛生に関する情報の収集、整理、分析及び提供並びに研究並びに輸入される食

品、添加物、器具及び容器包装についての食品衛生に関する検査の実施を図るための体制を整

備し、国際的な連携を確保するために必要な措置を講ずるとともに、都道府県、保健所を設置

する市及び特別区(以下「都道府県等」という。)に対し前二項の責務が十分に果たされるように

必要な技術的援助を与えるものとする。 

 

第三条 食品等事業者(食品若しくは添加物を採取し、製造し、輸入し、加工し、調理し、貯蔵

し、運搬し、若しくは販売すること若しくは器具若しくは容器包装を製造し、輸入し、若しく

は販売することを営む人若しくは法人又は学校、病院その他の施設において継続的に不特定若

しくは多数の者に食品を供与する人若しくは法人をいう。以下同じ。)は、その採取し、製造し、

輸入し、加工し、調理し、貯蔵し、運搬し、販売し、不特定若しくは多数の者に授与し、又は

営業上使用する食品、添加物、器具又は容器包装(以下「販売食品等」という。)について、自ら

の責任においてそれらの安全性を確保するため、販売食品等の安全性の確保に係る知識及び技

術の習得、販売食品等の原材料の安全性の確保、販売食品等の自主検査の実施その他の必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

② 食品等事業者は、販売食品等に起因する食品衛生上の危害の発生の防止に必要な限度にお

いて、当該食品等事業者に対して販売食品等又はその原材料の販売を行つた者の名称その他必

要な情報に関する記録を作成し、これを保存するよう努めなければならない。 

③ 食品等事業者は、販売食品等に起因する食品衛生上の危害の発生を防止するため、前項に

規定する記録の国、都道府県等への提供、食品衛生上の危害の原因となつた販売食品等の廃棄

その他の必要な措置を適確かつ迅速に講ずるよう努めなければならない。 

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYWORD=&EFSNO=827
http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYWORD=&EFSNO=827
http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYWORD=&EFSNO=827


 

 

第四条 この法律で食品とは、全ての飲食物をいう。ただし、医薬品、医療機器等の品質、有

効性及び安全性の確保等に関する法律(昭和三十五年法律第百四十五号)に規定する医薬品、医

薬部外品及び再生医療等製品は、これを含まない。 

② この法律で添加物とは、食品の製造の過程において又は食品の加工若しくは保存の目的で、

食品に添加、混和、浸潤その他の方法によつて使用する物をいう。 

③ この法律で天然香料とは、動植物から得られた物又はその混合物で、食品の着香の目的で

使用される添加物をいう。 

④ この法律で器具とは、飲食器、割ぽう具その他食品又は添加物の採取、製造、加工、調理、

貯蔵、運搬、陳列、授受又は摂取の用に供され、かつ、食品又は添加物に直接接触する機械、

器具その他の物をいう。ただし、農業及び水産業における食品の採取の用に供される機械、器

具その他の物は、これを含まない。 

⑤ この法律で容器包装とは、食品又は添加物を入れ、又は包んでいる物で、食品又は添加物

を授受する場合そのままで引き渡すものをいう。 

⑥ この法律で食品衛生とは、食品、添加物、器具及び容器包装を対象とする飲食に関する衛

生をいう。 

⑦ この法律で営業とは、業として、食品若しくは添加物を採取し、製造し、輸入し、加工し、

調理し、貯蔵し、運搬し、若しくは販売すること又は器具若しくは容器包装を製造し、輸入し、

若しくは販売することをいう。ただし、農業及び水産業における食品の採取業は、これを含ま

ない。 

⑧ この法律で営業者とは、営業を営む人又は法人をいう。 

⑨ この法律で登録検査機関とは、第三十三条第一項の規定により厚生労働大臣の登録を受け

た法人をいう。 

 

第二章 食品及び添加物 

第五条 販売(不特定又は多数の者に対する販売以外の授与を含む。以下同じ。)の用に供する

食品又は添加物の採取、製造、加工、使用、調理、貯蔵、運搬、陳列及び授受は、清潔で衛生

的に行われなければならない。 

 

第六条 次に掲げる食品又は添加物は、これを販売し(不特定又は多数の者に授与する販売以外

の場合を含む。以下同じ。)、又は販売の用に供するために、採取し、製造し、輸入し、加工し、

使用し、調理し、貯蔵し、若しくは陳列してはならない。 

（参考） 「食品衛生法第 1 条の 3 第 2 項（注：現行第 3 条第 2 項）の規定に基づく食

品等事業者の記録の作成及び保存について｝平成 15 年 8 月 29 日、厚生労働省医薬食品

局食品安全部長通知  
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一 腐敗し、若しくは変敗したもの又は未熟であるもの。ただし、一般に人の健康を損なうお

それがなく飲食に適すると認められているものは、この限りでない。 

二 有毒な、若しくは有害な物質が含まれ、若しくは付着し、又はこれらの疑いがあるもの。

ただし、人の健康を損なうおそれがない場合として厚生労働大臣が定める場合においては、こ

の限りでない。 

三 病原微生物により汚染され、又はその疑いがあり、人の健康を損なうおそれがあるもの。 

四 不潔、異物の混入又は添加その他の事由により、人の健康を損なうおそれがあるもの 

 

第九条 第一号若しくは第三号に掲げる疾病にかかり、若しくはその疑いがあり、第一号若し

くは第三号に掲げる異常があり、又はへい死した獣畜(と畜場法(昭和二十八年法律第百十四号)

第三条第一項に規定する獣畜及び厚生労働省令で定めるその他の物をいう。以下同じ。)の肉、

骨、乳、臓器及び血液又は第二号若しくは第三号に掲げる疾病にかかり、若しくはその疑いが

あり、第二号若しくは第三号に掲げる異常があり、又はへい死した家きん(食鳥処理の事業の規

制及び食鳥検査に関する法律(平成二年法律第七十号)第二条第一号に規定する食鳥及び厚生労

働省令で定めるその他の物をいう。以下同じ。)の肉、骨及び臓器は、厚生労働省令で定める場

合を除き、これを食品として販売し、又は食品として販売の用に供するために、採取し、加工

し、使用し、調理し、貯蔵し、若しくは陳列してはならない。ただし、へい死した獣畜又は家

きんの肉、骨及び臓器であつて、当該職員が、人の健康を損なうおそれがなく飲食に適すると

認めたものは、この限りでない。 

一 と畜場法第十四条第六項各号に掲げる疾病又は異常 

二 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第十五条第四項各号に掲げる疾病又は異

常 

三 前二号に掲げる疾病又は異常以外の疾病又は異常であつて厚生労働省令で定めるもの 

② 獣畜及び家きんの肉及び臓器並びに厚生労働省令で定めるこれらの製品(以下この項にお

いて「獣畜の肉等」という。)は、輸出国の政府機関によつて発行され、かつ、前項各号に掲げ

る疾病にかかり、若しくはその疑いがあり、同項各号に掲げる異常があり、又はへい死した獣

畜又は家きんの肉若しくは臓器又はこれらの製品でない旨その他厚生労働省令で定める事項

（参考）食品衛生法施行規則 
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第一条 食品衛生法(昭和二十二年法律第二百三十三号。以下「法」という。)第六条第二号ただし

書の規定による人の健康を損なうおそれがない場合を次のとおりとする。 

 一 有毒な又は有害な物質であつても、自然に食品又は添加物に含まれ又は附着しているもので

あつて、その程度又は処理により一般に人の健康を損なうおそれがないと認められる場合。 

 二 食品又は添加物の生産上有毒な又は有害な物質を混入し又は添加することがやむを得ない場

合であつて、かつ、一般に人の健康を損なうおそれがないと認められる場合。 
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(以下この項において「衛生事項」という。)を記載した証明書又はその写しを添付したものでな

ければ、これを食品として販売の用に供するために輸入してはならない。ただし、厚生労働省

令で定める国から輸入する獣畜の肉等であつて、当該獣畜の肉等に係る衛生事項が当該国の政

府機関から電気通信回線を通じて、厚生労働省の使用に係る電子計算機(入出力装置を含む。)

に送信され、当該電子計算機に備えられたファイルに記録されたものについては、この限りで

ない。 

 

 

（参考）食品衛生法施行規則 

第九条 法第九条第二項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 獣畜又は家きんの肉又は臓器にあつては、獣畜又は家きんの種類、前条に規定する製

品にあつては、その名称及び原料の肉又は臓器の種類 

二 数量及び重量 

三 荷送人の住所及び氏名(法人の場合は、その名称及び所在地) 

四 荷受人の住所及び氏名(法人の場合は、その名称及び所在地) 

五 獣畜又は家きんの肉又は臓器(分割、細切等の処理が行われたものを除く。)にあつて

は、検査を行つた機関の名称等に関する次に掲げる事項 

イ 獣畜にあつては、と畜検査(とさつ前に行う生体検査、解体前に行う検査及び解体後に

行う検査をいう。以下同じ。)を行つた機関の名称又はと畜検査を行つた職員の官職氏名 

ロ 家きんにあつては、食鳥検査(生体検査、脱羽後検査及び内臓摘出後検査をいう。以下

同じ。)を行つた機関の名称又は食鳥検査を行つた職員の官職氏名 

六 次に掲げるとさつ等が行われた施設の名称及び所在地 

イ 獣畜の肉又は臓器(分割、細切等の処理が行われたものを除く。)にあつては、とさつ又

は解体が行われたと畜場 

ロ 家きんの肉又は臓器(分割、細切等の処理が行われたものを除く。)にあつては、とさつ、

脱羽及び内臓摘出が行われた食鳥処理場 

ハ 分割、細切等の処理が行われた獣畜又は家きんの肉又は臓器にあつては、当該処理が

行われた施設 

ニ 前条に規定する製品にあつては、当該製品が製造された製造所 

七 前号イからニまでに規定するとさつ、解体、脱羽、内臓摘出、分割、細切等の処理又は

製造が、我が国と同等以上の基準に基づき、衛生的に行われた旨 

八 次に掲げるとさつ等が行われた年月 

イ 獣畜の肉又は臓器(分割、細切等の処理が行われたものを除く。)にあつては、とさつ及

びと畜検査 

ロ 家きんの肉又は臓器(分割、細切等の処理が行われたものを除く。)にあつては、とさつ

及び食鳥検査 

ハ 分割、細切等の処理が行われた獣畜又は家きんの肉又は臓器にあつては、当該処理 

ニ 前条に規定する製品にあつては、当該製品の製造 

 



（参考）附 則 (平成七年五月二四日法律第一〇一号) 抄 

 (既存添加物に関する経過措置) 

第二条 厚生大臣は、次に掲げる添加物(第一条の規定による改正前の食品衛生法(以下「旧食品衛

生法」という。)第二条第三項に規定する化学的合成品たる添加物並びに第一条の規定による改正

後の食品衛生法(以下「新食品衛生法」という。)第二条第三項に規定する天然香料及び一般に食品

として飲食に供されている物であって添加物として使用されるものを除く。)の名称を記載した表

(以下「既存添加物名簿」という。)を作成し、これをこの法律の公布の日から三月以内に公示しな

ければならない。 

一 この法律の公布の際現に販売され、又は販売の用に供するために、製造され、輸入され、加工

され、使用され、貯蔵され、若しくは陳列されている添加物 

二 この法律の公布の際現に販売され、又は販売の用に供するために、製造され、輸入され、加工

され、使用され、貯蔵され、若しくは陳列されている製剤又は食品に含まれる添加物 

２ 何人も、前項の規定により公示された既存添加物名簿に関し、訂正する必要があると認める

ときは、厚生省令で定めるところにより、その公示の日から六月以内に限り、その旨を厚生大臣に

申し出ることができる。 

３ 厚生大臣は、前項の申出があった場合において、その申出に理由があると認めるときは、その

申出に係る添加物の名称を既存添加物名簿に追加し、又は既存添加物名簿から消除するとともに、

その旨をその申出をした者に通知しなければならない。 

４ 厚生大臣は、前項の規定による追加又は消除を行った既存添加物名簿をこの法律の施行の日

(以下「施行日」という。)の一月前までに公示しなければならない。 

 

第二条の二 厚生労働大臣は、既存添加物名簿にその名称が記載されている添加物について、人

の健康を損なうおそれがあると認めるときは、薬事・食品衛生審議会の意見を聴いて、当該添加物

の名称を既存添加物名簿から消除することができる。 

２ 厚生労働大臣は、前項の規定により既存添加物名簿にその名称が記載されている添加物の名

称を当該既存添加物名簿から消除しようとするときは、その趣旨、内容その他の必要な事項を公

表し、広く国民の意見を求めるものとする。ただし、食品衛生上の危害の発生を防止するため緊急

を要する場合で、あらかじめ広く国民の意見を求めるいとまがないときは、この限りでない。 

３ 厚生労働大臣は、前項ただし書の場合においては、事後において、遅滞なく、広く国民の意見

を求めるものとする。 

４ 厚生労働大臣は、第一項の規定による消除を行った既存添加物名簿を遅滞なく公示しなけれ

ばならない。 

第十条 人の健康を損なうおそれのない場合として厚生労働大臣が薬事・食品衛生審議会の意

見を聴いて定める場合を除いては、添加物(天然香料及び一般に食品として飲食に供されている

物であつて添加物として使用されるものを除く。)並びにこれを含む製剤及び食品は、これを販

売し、又は販売の用に供するために、製造し、輸入し、加工し、使用し、貯蔵し、若しくは陳

列してはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次項に続く 

 



 

第十一条 厚生労働大臣は、公衆衛生の見地から、薬事・食品衛生審議会の意見を聴いて、販

売の用に供する食品若しくは添加物の製造、加工、使用、調理若しくは保存の方法につき基準

を定め、又は販売の用に供する食品若しくは添加物の成分につき規格を定めることができる。 

② 前項の規定により基準又は規格が定められたときは、その基準に合わない方法により食品

若しくは添加物を製造し、加工し、使用し、調理し、若しくは保存し、その基準に合わない方

法による食品若しくは添加物を販売し、若しくは輸入し、又はその規格に合わない食品若しく

は添加物を製造し、輸入し、加工し、使用し、調理し、保存し、若しくは販売してはならない。 

③ 農薬(農薬取締法(昭和二十三年法律第八十二号)第一条の二第一項に規定する農薬をいう。

次条において同じ。)、飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律(昭和二十八年法律第

三十五号)第二条第三項の規定に基づく農林水産省令で定める用途に供することを目的として

飼料(同条第二項に規定する飼料をいう。)に添加、混和、浸潤その他の方法によつて用いられる

物及び医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第二条第一項に規

定する医薬品であつて動物のために使用されることが目的とされているものの成分である物質

(その物質が化学的に変化して生成した物質を含み、人の健康を損なうおそれのないことが明ら

かであるものとして厚生労働大臣が定める物質を除く。)が、人の健康を損なうおそれのない量

として厚生労働大臣が薬事・食品衛生審議会の意見を聴いて定める量を超えて残留する食品は、

これを販売の用に供するために製造し、輸入し、加工し、使用し、調理し、保存し、又は販売

第二条の三 厚生労働大臣は、既存添加物名簿にその名称が記載されている添加物につい

て、その販売、製造、輸入、加工、使用、貯蔵及び陳列の状況からみて、当該添加物並び

にこれを含む製剤及び食品が現に販売の用に供されていないと認めるときは、当該添加物

の名称を記載した表(以下「消除予定添加物名簿」という。)を作成することができる。 

２ 厚生労働大臣は、前項の規定により消除予定添加物名簿を作成したときは、これを公

示しなければならない。 

３ 何人も、前項の規定により公示された消除予定添加物名簿に関し、訂正する必要があ

ると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、その公示の日から六月以内に限

り、その旨を厚生労働大臣に申し出ることができる。 

４ 厚生労働大臣は、前項の申出があった場合において、その申出に理由があると認める

ときは、その申出に係る添加物の名称を消除予定添加物名簿に追加し、又は消除予定添加

物名簿から消除するとともに、その旨をその申出をした者に通知しなければならない。 

５ 厚生労働大臣は、第二項の公示の日から一年以内に、同項の規定により公示した消除

予定添加物名簿(前項の規定による追加又は消除を行った場合にあっては、その追加又は

消除を行った消除予定添加物名簿)に記載されている添加物の名称を既存添加物名簿から

消除するとともに、遅滞なく、その旨を公示しなければならない。 

 

第三条 既存添加物名簿に記載されている添加物並びにこれを含む製剤及び食品につい

ては、新食品衛生法第十条の規定は、適用しない。 

 



してはならない。ただし、当該物質の当該食品に残留する量の限度について第一項の食品の成

分に係る規格が定められている場合については、この限りでない。 

 

 

一 亜鉛 

二 アザジラクチン 

三 アスコルビン酸 

四 アスタキサンチン 

五 アスパラギン 

六 β―アポ―8’―カロチン酸エチルエステル 

七 アラニン 

八 アリシン 

（参考）食品衛生法第十一条第三項の規定により人の健康を損なうおそれのない量として

厚生労働大臣が定める量(平成十七年十一月二十九日)(厚生労働省告示第四百九十七号) 

食品衛生法(昭和二十二年法律第二百三十三号)第十一条第三項の規定に基づき、食品衛生

法第十一条第三項の規定により人の健康を損なうおそれのない量として厚生労働大臣が定

める量を次のように定め、平成十八年五月二十九日から適用する。ただし、平成十八年五月

二十八日までに製造され、又は加工される食品については、なお従前の例によることができ

る。 

食品衛生法第十一条第三項の規定により人の健康を損なうおそれのない量として厚生労

働大臣が定める量 

食品衛生法第十一条第三項の規定により人の健康を損なうおそれのない量として厚生労

働大臣が定める量は、〇・〇一 ppm とする 

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-

bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEY

WORD=&EFSNO=844  

 

（参考）食品衛生法第十一条第三項の規定により人の健康を損なうおそれのないことが明ら

かであるものとして厚生労働大臣が定める物質(平成十七年十一月二十九日)(厚生労働省告

示第四百九十八号) 

食品衛生法(昭和二十二年法律第二百三十三号)第十一条第三項の規定に基づき、食品衛生

法第十一条第三項の規定により人の健康を損なうおそれのないことが明らかであるものと

して厚生労働大臣が定める物質を次のように定め、平成十八年五月二十九日から適用する。 

食品衛生法第十一条第三項の規定により人の健康を損なうおそれのないことが明らかで

あるものとして厚生労働大臣が定める物質 

食品衛生法第十一条第三項の規定により人の健康を損なうおそれのないことが明らかで

あるものとして厚生労働大臣が定める物質は、次に掲げる物質とする。 

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYWORD=&EFSNO=844
http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYWORD=&EFSNO=844
http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYWORD=&EFSNO=844


九 アルギニン 

十 アンモニウム 

十一 硫黄 

十二 イタコン酸 

十三 イノシトール 

十四 塩素 

十五 オレイン酸 

十六 カリウム 

十七 カルシウム 

十八 カルシフェロール及び 25―ヒドロキシコレカルシフェロール 

十九 L―カルニチン 

二十 β―カロテン 

二十一 クエン酸 

二十二 グリシン 

二十三 グリセリン酢酸脂肪酸エステル 

二十四 グルタミン 

二十五 クロレラ抽出物 

二十六 ケイ素 

二十七 ケイソウ土 

二十八 ケイ皮アルデヒド 

二十九 コバラミン 

三十 コリン 

三十一 シイタケ菌糸体抽出物 

三十二 重曹 

三十三 酒石酸 

三十四 セリン 

三十五 セレン 

三十六 ソルビン酸 

三十七 タウリン 

三十八 チアミン 

三十九 チロシン 

四十 鉄 

四十一 銅 

四十二 トウガラシ色素 

四十三 トコフェロール 

四十四 ナイアシン 

四十五 ニームオイル 

四十六 乳酸 

四十七 尿素 

四十八 パラフィン 



四十九 バリウム 

五十 バリン 

五十一 パントテン酸 

五十二 ビオチン 

五十三 ヒスチジン 

五十四 ヒドロキシプロピルデンプン 

五十五 ピリドキシン 

五十六 プロピレングリコール 

五十七 ポリグリセリン脂肪酸エステル 

五十八 マグネシウム 

五十九 マシン油 

六十 マリーゴールド色素 

六十一 ミネラルオイル 

六十二 メチオニン 

六十三 メナジオン 

六十四 葉酸 

六十五 ヨウ素 

六十六 リボフラビン 

六十七 レシチン 

六十八 レチノール 

六十九 ロイシン 

七十 ワックス 

 

第十三条 厚生労働大臣は、第十一条第一項の規定により製造又は加工の方法の基準が定めら

れた食品であつて政令で定めるものにつき、総合衛生管理製造過程(製造又は加工の方法及びそ

の衛生管理の方法につき食品衛生上の危害の発生を防止するための措置が総合的に講じられた

製造又は加工の過程をいう。以下同じ。)を経てこれを製造し、又は加工しようとする者(外国に

おいて製造し、又は加工しようとする者を含む。)から申請があつたときは、製造し、又は加工

しようとする食品の種類及び製造又は加工の施設ごとに、その総合衛生管理製造過程を経て製

造し、又は加工することについての承認を与えることができる。 

② 厚生労働大臣は、前項の申請に係る総合衛生管理製造過程の製造又は加工の方法及びその

衛生管理の方法が、厚生労働省令で定める基準に適合しないときは、同項の承認を与えない。 

③ 第一項の承認を受けようとする者は、厚生労働省令で定めるところにより、申請書に当該

総合衛生管理製造過程を経て製造し、又は加工した食品の試験の成績に関する資料その他の資

料を添付して申請しなければならない。 

④ 第一項の承認を受けた者(次項において「承認取得者」という。)は、当該承認に係る総合衛

生管理製造過程の一部を変更しようとするときは、その変更についての承認を求めることがで

きる。この場合においては、前二項の規定を準用する。 

⑤ 厚生労働大臣は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、承認取得者が受けた第

一項の承認の全部又は一部を取り消すことができる。 



一 当該承認に係る総合衛生管理製造過程の製造又は加工の方法及びその衛生管理の方法が、

第二項の厚生労働省令で定める基準に適合しなくなつたとき。 

二 承認取得者が、当該承認に係る総合衛生管理製造過程の一部を前項の承認を受けずに変更

したとき。 

三 厚生労働大臣が、必要があると認めて、外国において当該承認に係る総合衛生管理製造過

程を経て食品の製造又は加工を行う承認取得者(次号において「外国製造承認取得者」という。)

に対し、必要な報告を求めた場合において、その報告がされず、又は虚偽の報告がされたとき。 

四 厚生労働大臣が、必要があると認めて、その職員に、外国製造承認取得者の製造又は加工

の施設、事務所、倉庫その他の場所において食品、帳簿書類その他の物件についての検査をさ

せようとした場合において、その検査が拒まれ、妨げられ、又は忌避されたとき。 

⑥ 第一項の承認に係る総合衛生管理製造過程を経た食品の製造又は加工については、第十一

条第一項の基準に適合した方法による食品の製造又は加工とみなして、この法律又はこの法律

に基づく命令の規定を適用する。 

⑦ 第一項の承認又は第四項の変更の承認を受けようとする者は、審査に要する実費の額を考

慮して政令で定める額の手数料を納めなければならない。 

 

第十四条 前条第一項の承認は、三年を下らない政令で定める期間(以下この条において「有効

期間」という。)ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によつて、その効力を失う。 

② 前条第二項及び第三項の規定は、前項の更新について準用する。 

（参考）食品衛生法施行令 

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-

bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYWO

RD=&EFSNO=829  

(総合衛生管理製造過程の承認) 

第一条 食品衛生法(以下「法」という。)第十三条第一項の政令で定める食品は、次のとおりと

する。 

一 牛乳、山羊乳、脱脂乳及び加工乳 

二 クリーム、アイスクリーム、無糖練乳、無糖脱脂練乳、脱脂粉乳、発酵乳、乳酸菌飲料及

び乳飲料 

三 清涼飲料水 

四 食肉製品(ハム、ソーセージ、ベーコンその他これらに類するものをいう。第十三条におい

て同じ。) 

五 魚肉練り製品(魚肉ハム、魚肉ソーセージ、鯨肉ベーコンその他これらに類するものを含

む。) 

六 容器包装詰加圧加熱殺菌食品(食品(前各号に掲げる食品及び鯨肉製品(鯨肉ベーコンを除

く。)を除く。)であつて、気密性のある容器包装に入れ、密封した後、加圧加熱殺菌したものを

いう。) 

 

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYWORD=&EFSNO=829
http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYWORD=&EFSNO=829
http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYWORD=&EFSNO=829


③ 第一項の更新の申請があつた場合において、有効期間の満了の日までにその申請に対する

処分がされないときは、従前の承認は、有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、な

おその効力を有する。 

④ 前項の場合において、承認の更新がされたときは、その承認の有効期間は、従前の承認の

有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

⑤ 第一項の承認の更新を受けようとする者は、審査に要する実費の額を考慮して政令で定め

る額の手数料を納めなければならない。 

 

第三章 器具及び容器包装 

第十五条 営業上使用する器具及び容器包装は、清潔で衛生的でなければならない。 

 

第十六条 有毒な、若しくは有害な物質が含まれ、若しくは付着して人の健康を損なうおそれ

がある器具若しくは容器包装又は食品若しくは添加物に接触してこれらに有害な影響を与える

ことにより人の健康を損なうおそれがある器具若しくは容器包装は、これを販売し、販売の用

に供するために製造し、若しくは輸入し、又は営業上使用してはならない。 

 

第十七条 厚生労働大臣は、特定の国若しくは地域において製造され、又は特定の者により製

造される特定の器具又は容器包装について、第二十六条第一項から第三項まで又は第二十八条

第一項の規定による検査の結果次に掲げる器具又は容器包装に該当するものが相当数発見され

たこと、製造地における食品衛生上の管理の状況その他の厚生労働省令で定める事由からみて

次に掲げる器具又は容器包装に該当するものが相当程度含まれるおそれがあると認められる場

合において、人の健康を損なうおそれの程度その他の厚生労働省令で定める事項を勘案して、

当該特定の器具又は容器包装に起因する食品衛生上の危害の発生を防止するため特に必要があ

ると認めるときは、薬事・食品衛生審議会の意見を聴いて、当該特定の器具又は容器包装を販

売し、販売の用に供するために製造し、若しくは輸入し、又は営業上使用することを禁止する

ことができる。 

一 前条に規定する器具又は容器包装 

二 次条第一項の規定により定められた規格に合わない器具又は容器包装 

② 厚生労働大臣は、前項の規定による禁止をしようとするときは、あらかじめ、関係行政機

関の長に協議しなければならない。 

③ 第八条第三項及び第四項の規定は、第一項の規定による禁止が行われた場合について準用

する。この場合において、同条第三項中「食品又は添加物」とあるのは、「器具又は容器包装」

と読み替えるものとする。 

 

第十八条 厚生労働大臣は、公衆衛生の見地から、薬事・食品衛生審議会の意見を聴いて、販

売の用に供し、若しくは営業上使用する器具若しくは容器包装若しくはこれらの原材料につき

規格を定め、又はこれらの製造方法につき基準を定めることができる。 

② 前項の規定により規格又は基準が定められたときは、その規格に合わない器具若しくは容

器包装を販売し、販売の用に供するために製造し、若しくは輸入し、若しくは営業上使用し、

その規格に合わない原材料を使用し、又はその基準に合わない方法により器具若しくは容器包



装を製造してはならない。 

 

第四章 表示及び広告 

第十九条 内閣総理大臣は、一般消費者に対する器具又は容器包装に関する公衆衛生上必要な

情報の正確な伝達の見地から、消費者委員会の意見を聴いて、前条第一項の規定により規格又

は基準が定められた器具又は容器包装に関する表示につき、必要な基準を定めることができる。 

② 前項の規定により表示につき基準が定められた器具又は容器包装は、その基準に合う表示

がなければ、これを販売し、販売の用に供するために陳列し、又は営業上使用してはならない。 

③ 販売の用に供する食品及び添加物に関する表示の基準については、食品表示法(平成二十五

年法律第七十号)で定めるところによる。 

 

第二十条 食品、添加物、器具又は容器包装に関しては、公衆衛生に危害を及ぼすおそれがあ

る虚偽の又は誇大な表示又は広告をしてはならない。 

 

第九章 営業 

第四十八条 乳製品、第十条の規定により厚生労働大臣が定めた添加物その他製造又は加工の

過程において特に衛生上の考慮を必要とする食品又は添加物であつて政令で定めるものの製造

又は加工を行う営業者は、その製造又は加工を衛生的に管理させるため、その施設ごとに、専

任の食品衛生管理者を置かなければならない。ただし、営業者が自ら食品衛生管理者となつて

管理する施設については、この限りでない。 

② 営業者が、前項の規定により食品衛生管理者を置かなければならない製造業又は加工業を

二以上の施設で行う場合において、その施設が隣接しているときは、食品衛生管理者は、同項

の規定にかかわらず、その二以上の施設を通じて一人で足りる。 

③ 食品衛生管理者は、当該施設においてその管理に係る食品又は添加物に関してこの法律又

はこの法律に基づく命令若しくは処分に係る違反が行われないように、その食品又は添加物の

製造又は加工に従事する者を監督しなければならない。 

④ 食品衛生管理者は、前項に定めるもののほか、当該施設においてその管理に係る食品又は

添加物に関してこの法律又はこの法律に基づく命令若しくは処分に係る違反の防止及び食品衛

生上の危害の発生の防止のため、当該施設における衛生管理の方法その他の食品衛生に関する

事項につき、必要な注意をするとともに、営業者に対し必要な意見を述べなければならない。 

⑤ 営業者は、その施設に食品衛生管理者を置いたときは、前項の規定による食品衛生管理者

の意見を尊重しなければならない。 

⑥ 次の各号のいずれかに該当する者でなければ、食品衛生管理者となることができない。 

一 医師、歯科医師、薬剤師又は獣医師 

二 学校教育法(昭和二十二年法律第二十六号)に基づく大学、旧大学令(大正七年勅令第三百八

十八号)に基づく大学又は旧専門学校令(明治三十六年勅令第六十一号)に基づく専門学校にお

いて医学、歯学、薬学、獣医学、畜産学、水産学又は農芸化学の課程を修めて卒業した者 

三 都道府県知事の登録を受けた食品衛生管理者の養成施設において所定の課程を修了した者 

四 学校教育法に基づく高等学校若しくは中等教育学校若しくは旧中等学校令(昭和十八年勅

令第三十六号)に基づく中等学校を卒業した者又は厚生労働省令で定めるところによりこれら



の者と同等以上の学力があると認められる者で、第一項の規定により食品衛生管理者を置かな

ければならない製造業又は加工業において食品又は添加物の製造又は加工の衛生管理の業務に

三年以上従事し、かつ、都道府県知事の登録を受けた講習会の課程を修了した者 

⑦ 前項第四号に該当することにより食品衛生管理者たる資格を有する者は、衛生管理の業務

に三年以上従事した製造業又は加工業と同種の製造業又は加工業の施設においてのみ、食品衛

生管理者となることができる。 

⑧ 第一項に規定する営業者は、食品衛生管理者を置き、又は自ら食品衛生管理者となつたと

きは、十五日以内に、その施設の所在地の都道府県知事に、その食品衛生管理者の氏名又は自

ら食品衛生管理者となつた旨その他厚生労働省令で定める事項を届け出なければならない。食

品衛生管理者を変更したときも、同様とする。 

 

 

第五十条 厚生労働大臣は、食品又は添加物の製造又は加工の過程において有毒な又は有害な

物質が当該食品又は添加物に混入することを防止するための措置に関し必要な基準を定めるこ

とができる。 

② 都道府県は、営業(食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第二条第五号に規定す

る食鳥処理の事業を除く。)の施設の内外の清潔保持、ねずみ、昆虫等の駆除その他公衆衛生上

講ずべき措置に関し、条例で、必要な基準を定めることができる。 

③ 営業者(食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第六条第一項に規定する食鳥処

理業者を除く。)は、前二項の基準が定められたときは、これを遵守しなければならない。 

 

 

（参考）食品衛生法施行令 

(食品等の指定) 

第十三条 法第四十八条第一項に規定する政令で定める食品及び添加物は、全粉乳(その容

量が千四百グラム以下である缶に収められるものに限る。)、加糖粉乳、調製粉乳、食肉製

品、魚肉ハム、魚肉ソーセージ、放射線照射食品、食用油脂(脱色又は脱臭の過程を経て製

造されるものに限る。)、マーガリン、シヨートニング及び添加物(法第十一条第一項の規定

により規格が定められたものに限る。)とする。 

 

（参考）「食品等事業者が実施すべき管理運営基準に関する指針(ガイドライン)について」 

平成 16 年 2 月 27 日)、厚生労働省医薬食品局食品安全部長通知 

食品衛生法第 50 条第 2 項に基づき都道府県、指定都市及び中核市が営業施設の衛生管理

上講ずべき措置を条例で定める場合の技術的助言として示す、「管理運営基準準則」 

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-

bin/t_docframe.cgi?MODE=tsuchi&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYW

ORD=&EFSNO=8495  
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第五十一条 都道府県は、飲食店営業その他公衆衛生に与える影響が著しい営業(食鳥処理の事

業の規制及び食鳥検査に関する法律第二条第五号に規定する食鳥処理の事業を除く。)であつて、

政令で定めるものの施設につき、条例で、業種別に、公衆衛生の見地から必要な基準を定めな

ければならない。 

 

 

（参考）食品衛生法施行令 

(営業の指定) 

第三十五条 法第五十一条の規定により都道府県が施設についての基準を定めるべき営業

は、次のとおりとする。 

一 飲食店営業(一般食堂、料理店、すし屋、そば屋、旅館、仕出し屋、弁当屋、レストラ

ン、カフエー、バー、キヤバレーその他食品を調理し、又は設備を設けて客に飲食させる営

業をいい、次号に該当する営業を除く。) 

二 喫茶店営業(喫茶店、サロンその他設備を設けて酒類以外の飲物又は茶菓を客に飲食さ

せる営業をいう。) 

三 菓子製造業(パン製造業を含む。) 

四 あん類製造業 

五 アイスクリーム類製造業(アイスクリーム、アイスシヤーベツト、アイスキヤンデーそ

の他液体食品又はこれに他の食品を混和したものを凍結させた食品を製造する営業をい

う。) 

六 乳処理業(牛乳(脱脂乳その他牛乳に類似する外観を有する乳飲料を含む。)又は山羊乳

を処理し、又は製造する営業をいう。) 

七 特別牛乳搾取処理業(牛乳を搾取し、殺菌しないか、又は低温殺菌の方法によつて、こ

れを厚生労働省令で定める成分規格を有する牛乳に処理する営業をいう。) 

八 乳製品製造業(粉乳、練乳、発酵乳、クリーム、バター、チーズその他乳を主要原料と

する食品(牛乳に類似する外観を有する乳飲料を除く。)を製造する営業をいう。) 

九 集乳業(生牛乳又は生山羊乳を集荷し、これを保存する営業をいう。) 

十 乳類販売業(直接飲用に供される牛乳、山羊乳若しくは乳飲料(保存性のある容器に入

れ、摂氏百十五度以上で十五分間以上加熱殺菌したものを除く。)又は乳を主要原料とする

クリームを販売する営業をいう。) 

十一 食肉処理業(食用に供する目的で食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律

(平成二年法律第七十号)第二条第一号に規定する食鳥以外の鳥若しくはと畜場法(昭和二十

八年法律第百十四号)第三条第一項に規定する獣畜以外の獣畜をとさつし、若しくは解体し、

又は解体された鳥獣の肉、内臓等を分割し、若しくは細切する営業をいう。) 

十二 食肉販売業 

十三 食肉製品製造業(ハム、ソーセージ、ベーコンその他これらに類するものを製造する

営業をいう。) 

次項に続く 



 

第五十二条 前条に規定する営業を営もうとする者は、厚生労働省令で定めるところにより、

都道府県知事の許可を受けなければならない。 

② 前項の場合において、都道府県知事は、その営業の施設が前条の規定による基準に合うと

認めるときは、許可をしなければならない。ただし、同条に規定する営業を営もうとする者が

次の各号のいずれかに該当するときは、同項の許可を与えないことができる。 

一 この法律又はこの法律に基づく処分に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執

十四 魚介類販売業(店舗を設け、鮮魚介類を販売する営業をいい、魚介類を生きているま

ま販売する営業及び次号に該当する営業を除く。) 

十五 魚介類せり売営業(鮮魚介類を魚介類市場においてせりの方法で販売する営業をい

う。) 

十六 魚肉ねり製品製造業(魚肉ハム、魚肉ソーセージ、鯨肉ベーコンその他これらに類す

るものを製造する営業を含む。) 

十七 食品の冷凍又は冷蔵業 

十八 食品の放射線照射業 

十九 清涼飲料水製造業 

二十 乳酸菌飲料製造業 

二十一 氷雪製造業 

二十二 氷雪販売業 

二十三 食用油脂製造業 

二十四 マーガリン又はシヨートニング製造業 

二十五 みそ製造業 

二十六 醤しよう油製造業 

二十七 ソース類製造業(ウスターソース、果実ソース、果実ピユーレー、ケチヤツプ又は

マヨネーズを製造する営業をいう。) 

二十八 酒類製造業 

二十九 豆腐製造業 

三十 納なつ豆製造業 

三十一 めん類製造業 

三十二 そうざい製造業(通常副食物として供される煮物(つくだ煮を含む。)、焼物(いため

物を含む。)、揚物、蒸し物、酢の物又はあえ物を製造する営業をいい、第十三号、第十六

号又は第二十九号に該当する営業を除く。) 

三十三 缶詰又は瓶詰食品製造業(前各号に該当する営業を除く。) 

三十四 添加物製造業(法第十一条第一項の規定により規格が定められた添加物を製造する

営業をいう。) 

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-

bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEY

WORD=&EFSNO=829  
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行を受けることがなくなつた日から起算して二年を経過しない者 

二 第五十四条から第五十六条までの規定により許可を取り消され、その取消しの日から起算

して二年を経過しない者 

三 法人であつて、その業務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者があるもの 

③ 都道府県知事は、第一項の許可に五年を下らない有効期間その他の必要な条件を付けるこ

とができる。 

 

第五十四条 厚生労働大臣又は都道府県知事は、営業者が第六条、第九条、第十条、第十一条

第二項若しくは第三項、第十六条若しくは第十八条第二項の規定に違反した場合又は第八条第

一項若しくは第十七条第一項の規定による禁止に違反した場合においては、営業者若しくは当

該職員にその食品、添加物、器具若しくは容器包装を廃棄させ、又はその他営業者に対し食品

衛生上の危害を除去するために必要な処置をとることを命ずることができる。 

② 内閣総理大臣又は都道府県知事は、営業者が第二十条の規定に違反した場合においては、

営業者若しくは当該職員にその食品、添加物、器具若しくは容器包装を廃棄させ、又はその他

営業者に対し虚偽の若しくは誇大な表示若しくは広告による食品衛生上の危害を除去するため

に必要な処置をとることを命ずることができる。 

 

第五十五条 都道府県知事は、営業者が第六条、第九条、第十条、第十一条第二項若しくは第

三項、第十六条、第十八条第二項、第十九条第二項、第二十条、第二十五条第一項、第二十六

条第四項、第四十八条第一項若しくは第五十条第三項の規定に違反した場合、第七条第一項か

ら第三項まで、第八条第一項若しくは第十七条第一項の規定による禁止に違反した場合、第五

十二条第二項第一号若しくは第三号に該当するに至つた場合又は同条第三項の規定による条件

に違反した場合においては、同条第一項の許可を取り消し、又は営業の全部若しくは一部を禁

止し、若しくは期間を定めて停止することができる。 

② 厚生労働大臣は、営業者(食品、添加物、器具若しくは容器包装を輸入することを営む人又

は法人に限る。)が第六条、第九条第二項、第十条、第十一条第二項若しくは第三項、第十六条、

第十八条第二項、第二十六条第四項若しくは第五十条第三項の規定に違反した場合又は第七条

第一項から第三項まで、第八条第一項若しくは第十七条第一項の規定による禁止に違反した場

合においては、営業の全部若しくは一部を禁止し、又は期間を定めて停止することができる。 

 

第五十六条 都道府県知事は、営業者がその営業の施設につき第五十一条の規定による基準に

違反した場合においては、その施設の整備改善を命じ、又は第五十二条第一項の許可を取り消

し、若しくはその営業の全部若しくは一部を禁止し、若しくは期間を定めて停止することがで

きる。 

 

 



Ⅱ 食肉及び食肉製品に関する法規 

食品衛生法等 条文、通知文書を抜粋  

１ 食品安全基本法(平成十五年五月二十三日)(法律第四十八号)抜粋 

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-

bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEY

WORD=&EFSNO=825  

第一章 総則 

(目的) 

第一条 この法律は、科学技術の発展、国際化の進展その他の国民の食生活を取り巻く環境

の変化に適確に対応することの緊要性にかんがみ、食品の安全性の確保に関し、基本理念を

定め、並びに国、地方公共団体及び食品関連事業者の責務並びに消費者の役割を明らかにす

るとともに、施策の策定に係る基本的な方針を定めることにより、食品の安全性の確保に関

する施策を総合的に推進することを目的とする。 

 

(定義) 

第二条 この法律において「食品」とは、全ての飲食物(医薬品、医療機器等の品質、有効

性及び安全性の確保等に関する法律(昭和三十五年法律第百四十五号)に規定する医薬品、医

薬部外品及び再生医療等製品を除く。)をいう。 

 

 (食品の安全性の確保のための措置を講ずるに当たっての基本的認識) 

第三条 食品の安全性の確保は、このために必要な措置が国民の健康の保護が最も重要で

あるという基本的認識の下に講じられることにより、行われなければならない 

 

(食品供給行程の各段階における適切な措置) 

第四条 農林水産物の生産から食品の販売に至る一連の国の内外における食品供給の行程

(以下「食品供給行程」という。)におけるあらゆる要素が食品の安全性に影響を及ぼすおそ

れがあることにかんがみ、食品の安全性の確保は、このために必要な措置が食品供給行程の

各段階において適切に講じられることにより、行われなければならない。 

 

(国民の健康への悪影響の未然防止) 

第五条 食品の安全性の確保は、このために必要な措置が食品の安全性の確保に関する国

際的動向及び国民の意見に十分配慮しつつ科学的知見に基づいて講じられることによって、

食品を摂取することによる国民の健康への悪影響が未然に防止されるようにすることを旨

として、行われなければならない。 

 

(国の責務) 

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/cgi-bin/t_docframe.cgi?MODE=hourei&DMODE=CONTENTS&SMODE=NORMAL&KEYWORD=&EFSNO=825
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第六条 国は、前三条に定める食品の安全性の確保についての基本理念(以下「基本理念」

という。)にのっとり、食品の安全性の確保に関する施策を総合的に策定し、及び実施する

責務を有する。 

 

(地方公共団体の責務) 

第七条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、食品の安全性の確保に関し、国との適切な

役割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の自然的経済的社会的諸条件に応じた施策

を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

(食品関連事業者の責務) 

第八条 肥料、農薬、飼料、飼料添加物、動物用の医薬品その他食品の安全性に影響を及ぼ

すおそれがある農林漁業の生産資材、食品(その原料又は材料として使用される農林水産物

を含む。)若しくは添加物(食品衛生法(昭和二十二年法律第二百三十三号)第四条第二項に規

定する添加物をいう。)又は器具(同条第四項に規定する器具をいう。)若しくは容器包装(同

条第五項に規定する容器包装をいう。)の生産、輸入又は販売その他の事業活動を行う事業

者(以下「食品関連事業者」という。)は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当た

って、自らが食品の安全性の確保について第一義的責任を有していることを認識して、食品

の安全性を確保するために必要な措置を食品供給行程の各段階において適切に講ずる責務

を有する。 

２ 前項に定めるもののほか、食品関連事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行

うに当たっては、その事業活動に係る食品その他の物に関する正確かつ適切な情報の提供

に努めなければならない。 

３ 前二項に定めるもののほか、食品関連事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に

関し、国又は地方公共団体が実施する食品の安全性の確保に関する施策に協力する責務を

有する。 

 

 (消費者の役割) 

第九条 消費者は、食品の安全性の確保に関する知識と理解を深めるとともに、食品の安全

性の確保に関する施策について意見を表明するように努めることによって、食品の安全性

の確保に積極的な役割を果たすものとする。 

 

第二章 施策の策定に係る基本的な方針 

(食品健康影響評価の実施) 

第十一条 食品の安全性の確保に関する施策の策定に当たっては、人の健康に悪影響を及

ぼすおそれがある生物学的、化学的若しくは物理的な要因又は状態であって、食品に含まれ、

又は食品が置かれるおそれがあるものが当該食品が摂取されることにより人の健康に及ぼ



す影響についての評価(以下「食品健康影響評価」という。)が施策ごとに行われなければな

らない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

一 当該施策の内容からみて食品健康影響評価を行うことが明らかに必要でないとき。 

二 人の健康に及ぼす悪影響の内容及び程度が明らかであるとき。 

三 人の健康に悪影響が及ぶことを防止し、又は抑制するため緊急を要する場合で、あらか

じめ食品健康影響評価を行ういとまがないとき。 

２ 前項第三号に掲げる場合においては、事後において、遅滞なく、食品健康影響評価が行

われなければならない。 

３ 前二項の食品健康影響評価は、その時点において到達されている水準の科学的知見に

基づいて、客観的かつ中立公正に行われなければならない。 

 

(国民の食生活の状況等を考慮し、食品健康影響評価の結果に基づいた施策の策定) 

第十二条 食品の安全性の確保に関する施策の策定に当たっては、食品を摂取することに

より人の健康に悪影響が及ぶことを防止し、及び抑制するため、国民の食生活の状況その他

の事情を考慮するとともに、前条第一項又は第二項の規定により食品健康影響評価が行わ

れたときは、その結果に基づいて、これが行われなければならない。 

 

(情報及び意見の交換の促進) 

第十三条 食品の安全性の確保に関する施策の策定に当たっては、当該施策の策定に国民

の意見を反映し、並びにその過程の公正性及び透明性を確保するため、当該施策に関する情

報の提供、当該施策について意見を述べる機会の付与その他の関係者相互間の情報及び意

見の交換の促進を図るために必要な措置が講じられなければならない。 

 


